
 

●８月２３日（水） 午後２時～４時

評価対象事業

（１）自主防災組織等育成事業

【消防局予防課】

（２）自治会再生支援事業

【コミュニティ推進課】

●８月２４日（木） 午前９時３０分～１１時３０分

評価対象事業

（３）ホームページ等管理運営事業

【広聴広報課】 

（４）ファシリティマネジメント推進事業

【財産経営課ファシリティマネジメント推進室】 

令和５年度 

高松市外部評価対象事業資料 

















まちづくりの目標
評
価
担
当

局名

政策 課 室 名( )

施策 電話番号

基本事業 事業実施主体

事務事業 事業期間

【事業全体概要】

重点取組事業 市長マニフェスト 関連根拠法令

【事業の目的】

対象（何を）

意図（どのような

状態にしたいか）

【事業の活動】

活動指標名（具体的にどのような活動をしたか） 単位

①

②

【事業の成果】

成
果
指
標
①

成果指標名（どのような成果が得られたか） 単位

成果指標の達成度（目標に対してどれだけ達成できたか）

成
果
指
標
②

成果指標名（どのような成果が得られたか） 単位

成果指標の達成度（目標に対してどれだけ達成できたか）

（目標達成度）

（目標達成度）

高松市事務事業評価表 【事中・事後評価】

中期目標

中期目標

中期目標

総
合
計
画
体
系

概要

事
業
の
概
要

種別

目標値

実績値

種別

目標値

実績値

（達成度）

（達成度）

H30 H31 R 2 R 3 R 4 R 5 R 6 R 7
0

20

40

60

80

100

H30 H31 R 2 R 3 R 4 R 5 R 6 R 7
0

1

安全で安心して暮らし続けられるまち

安全で安心して暮らせる社会環境の形成

防災・減災対策の充実

市民及び地域の防災意識と防災力の向上

自主防災組織等育成事業

消防局

消防局予防課

087-861-1504

市

平成 年度～28

②2- 災害対策基本法

非常食品助成率 ％ 11.4 27.3 59.1 40 30

避難所運営訓練又は安否確認訓練実施率 ％ 90 60 65 70 65

令和 年度（ 年度決算分）5 4

R2 R3 R4
R5

R2 R3 R4
R5

R5
R4R3R2

　大規模災害時等の被害を少しでも防ぐために「自分たちの地域は、自分たちで守る。」という自助・共助の意識の醸成と高揚
を図るとともに、結成された自主防災組織の活動を推進するための防災訓練を支援する等の育成指導を行い、地域防災力の向上
を図る。

防災訓練に係る非常食品の助成事業

　地域コミュニティ、自主防災組織

　防災訓練等の実施を呼びかけ支援することにより、自主防災組織の活動を強化して、地域防災力の向上を図る。

　感染症対策をした上で、従来型の防災訓練
を実施するよう呼びかけたことにより、防災
訓練実施率が回復し、それに併せて避難所運
営訓練を実施する地域が増え、修正した目標
値を達成できた。

令和 年度5

R5

R5

R5

52.9 60 75

年度5 自主防災組織連絡協議会補助金
消防支援隊・消防協力隊ボランティア保険

％115.4

点35



【コストの推移】

指標名 単位

トータルコスト 千円[ ]

事業費( ) 千円[ ]

職員人件費( ) 千円[ ]

【事業内容と事業費内訳】

項目

事
業
内
容

積
算
根
拠
等
（
予
算

の
増
減
理
由
）

総額

特
定
財
源

国

県

市債

他

一般財源

【評価】

評価ランク
今後の方向性

【昨年度の実施状況と課題】（評価ランクの結果に対する理由などを分析して記入）

【今後の事業方針】（評価ランクの結果を受けて、上記課題に向けた今後の方針を具体的に記入）

（Ａ～Ｄ）

一次評価

二次評価

令和 年度（決算）2 令和 年度（決算）3 令和 年度（決算）4 令和 年度（予算）5

26,318 25,659 27,455 23,248

3,872 3,009 5,003 796

22,446 22,650 22,452 22,452

令和 年度4 令和 年度5 令和 年度6 令和 年度7
防災訓練に係る非常食品の助成
事業

消防支援隊・消防協力隊ボラン
自主防災組織連絡協議会補助金

ティア保険
コミュニティ助成事業

防災訓練に係る非常食品の助成
事業
自主防災組織連絡協議会補助金
消防支援隊・消防協力隊ボラン
ティア保険

非常食品の助成事業

６９０千円

自主防災組織連絡協議会補助金

１２０千円

消防支援隊・消防協力隊ボラン

ティア保険　１９３千円

コミュニティ助成事業４，００

非常食品の助成事業

４５０千円

自主防災組織連絡協議会補助金

１２０千円

消防支援隊・消防協力隊ボラン

ティア保険　２２６千円

5,003 796

344 225

4,000

659 571

Ａ
継続

継続

　南海トラフ地震の発生の可能性が高まる中、地域防災力の強化が急務である。自主防災組織は、地域防災の中心となることから、防災訓練

の指導などを通じて自主防災組織の育成を図る必要がある。消防だけでなく、危機管理部門との連携の必要性も高まっている。

　各コミュニティ協議会が実施する防災訓練を中心とした支援を行うことにより、自主防災組織の育成強化を図るとともに、自主防災活動の

活性化に伴い住民の防災意識の向上にも繋がるなど、防災減災対策の充実に貢献している。

　事業支援に加え、運営に関する側面支援により、市内の各自主防災組織が同様の水準で活動できており、事業自体の費用対効果は高い。コ

ロナ禍の影響を受けたが、回復傾向にあり、自主防災組織の活動・機能維持に寄与している。

　文書により、従来型の訓練実施を促した結果、訓練実施率は回復傾向にあるものの、コロナ禍以降長期に渡って訓練が中止されている地域

もあり、住民の防災意識の低下が懸念される。消防局として、積極的に自主防災組織に指針を示し、サポートできる制度が望まれる。

　各消防署において、管内の自主防災組織の会長に対して、訓練方針を示し、各地域で防災訓練及び避難所運営訓練が実施されるようサポー

トする体制を整える。また、危機管理部門事業との連携強化を進めるため、危機管理課と協調して、自主防災組織の育成に当たる。

事業の目的・手法は、市民のニーズや社会情勢に照らして、妥当か。

上位施策目標及び住民福祉の向上に貢献しているか。

費用対効果はどうだったか。

０千円























まちづくりの目標
評
価
担
当

局名

政策 課 室 名( )

施策 電話番号

基本事業 事業実施主体

事務事業 事業期間

【事業全体概要】

重点取組事業 市長マニフェスト 関連根拠法令

【事業の目的】

対象（何を）

意図（どのような

状態にしたいか）

【事業の活動】

活動指標名（具体的にどのような活動をしたか） 単位

①

②

【事業の成果】

成
果
指
標
①

成果指標名（どのような成果が得られたか） 単位

成果指標の達成度（目標に対してどれだけ達成できたか）

成
果
指
標
②

成果指標名（どのような成果が得られたか） 単位

成果指標の達成度（目標に対してどれだけ達成できたか）

（目標達成度）

（目標達成度）

高松市事務事業評価表 【事中・事後評価】

中期目標

中期目標

中期目標

総
合
計
画
体
系

概要

事
業
の
概
要

種別

目標値

実績値

種別

目標値

実績値

（達成度）

（達成度）

H30 H31 R 2 R 3 R 4 R 5 R 6 R 7
0
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40
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80

H30 H31 R 2 R 3 R 4 R 5 R 6 R 7
0

1

市民と行政がともに力を発揮できるまち

参画・協働によるコミュニティの再生

地域コミュニティの自立・活性化

コミュニティ活動の支援

自治会再生支援事業

市民政策局

コミュニティ推進課

087-839-2277

市

令和 年度～2

一般重点

市政出前ふれあいトークの開催回数 回 3 3 9 10 10

自治会加入率 ％ 62.4 62.4 62.4 62.4 62.4

令和 年度（ 年度決算分）5 4

R2 R3 R4
R5

R2 R3 R4
R5

R5
R4R3R2

　地域コミュニティの中心的役割を担う自治会の活動を支援することで、地域の連帯感を取り戻し、地域みずからのまちづくり
を目指す。
　自治会の在り方等検討プロジェクトチームで検討された自治会支援策を踏まえて、地域と行政とで共に自治会再生に向けた新
たな取組みを実施し、自治会のみならず、地域コミュニティの再生を目指す。

①研修

各地区（校区）連合自治会及び単位自治会、高松市コミュニティ連合会

単位自治会の再生
各地区（校区）連合自治会及び単位自治会の活性化

　自治会の加入促進策に取り組んだが、加入
率の減少に歯止めがきかなかった。

令和 年度5

R5

R5

R5

54.4 53.8 52.7

年度5 ②ＰＲ
③企業表彰
④マイタウン・サポートリーダー

⑤自治会実態把握調査

％84.5

点29



【コストの推移】

指標名 単位

トータルコスト 千円[ ]

事業費( ) 千円[ ]

職員人件費( ) 千円[ ]

【事業内容と事業費内訳】

項目

事
業
内
容

積
算
根
拠
等
（
予
算

の
増
減
理
由
）

総額

特
定
財
源

国

県

市債

他

一般財源

【評価】

評価ランク
今後の方向性

【昨年度の実施状況と課題】（評価ランクの結果に対する理由などを分析して記入）

【今後の事業方針】（評価ランクの結果を受けて、上記課題に向けた今後の方針を具体的に記入）

（Ａ～Ｄ）

一次評価

二次評価

令和 年度（決算）2 令和 年度（決算）3 令和 年度（決算）4 令和 年度（予算）5

17,957 18,120 19,275 20,047

1,313 2,085

17,957 18,120 17,962 17,962

令和 年度4 令和 年度5 令和 年度6 令和 年度7
①研修
②ＰＲ

④マイタウン・サポートリーダ
③企業表彰

ー
⑤自治会実態把握調査

①研修
②ＰＲ
③企業表彰
④マイタウン・サポートリーダ
ー
⑤自治会実態把握調査

①　　　　　０千円

②　　　　　０千円

③　　　　　０千円

④　　　　７４千円

⑤　１，２３９千円

①　　　２８９千円

②　　　　　０千円

③　　　　　０千円

④　　　３６８千円

⑤　１，４２８千円

1,313 2,085

1,313 2,085

Ｂ
拡充

拡充

　市長マニフェストにおいて、コミュニティの再生が掲げられており、議会においても、自治会の再生に向けて、必要な施策の実施を答弁し

ている。自治会離れにより、福祉や災害等における共助の機能低下について、市民も不安を感じており、地域コミュニティの再生に支援を求

められている。

　地域コミュニティの軸となる自治会の再生は、地域コミュニティの再生に繋がる。

　自治会の在り方等検討プロジェクトチームにおいて取りまとめられた最終報告書をもとに、魅力ある自治会の姿について周知・啓発を行っ

たが、自治会加入率低下に歯止めはかからなかった。今後は、自治会の再生及び活性化に向けた新たな施策の実施が必要である。

　自治会の在り方等検討プロジェクトチームにおいて取りまとめられた最終報告書に基づく新たな自治会再生支援施策として、自治会実態把

握調査事業及びマイタウンサポートリーダー事業を実施した。今後は支援施策を実施する地域を増やし、地域において自治会加入率の増加に

向けた自治会の再生及び活性化について検討する必要がある。

　地域での防犯・防災対策や高齢者・子どもの見守り活動など、自治会の必要性を周知するなど、自治会加入を啓発するとともに、自治会の

在り方等検討プロジェクトチームからの検討結果を踏まえ、今後の自治会の再生及び活性化に向けた新たな施策を実施する。

事業の目的・手法は、市民のニーズや社会情勢に照らして、妥当か。

上位施策目標及び住民福祉の向上に貢献しているか。

費用対効果はどうだったか。















まちづくりの目標
評
価
担
当

局名

政策 課 室 名( )

施策 電話番号

基本事業 事業実施主体

事務事業 事業期間

【事業全体概要】

重点取組事業 市長マニフェスト 関連根拠法令

【事業の目的】

対象（何を）

意図（どのような

状態にしたいか）

【事業の活動】

活動指標名（具体的にどのような活動をしたか） 単位

①

②

【事業の成果】

成
果
指
標
①

成果指標名（どのような成果が得られたか） 単位

成果指標の達成度（目標に対してどれだけ達成できたか）

成
果
指
標
②

成果指標名（どのような成果が得られたか） 単位

成果指標の達成度（目標に対してどれだけ達成できたか）

（目標達成度）

（目標達成度）

高松市事務事業評価表 【事中・事後評価】

中期目標

中期目標

中期目標

総
合
計
画
体
系

概要

事
業
の
概
要

種別

目標値

実績値

種別

目標値

実績値

（達成度）

（達成度）

H30 H31 R 2 R 3 R 4 R 5 R 6 R 7
0

20000

40000

60000

80000

H30 H31 R 2 R 3 R 4 R 5 R 6 R 7
0

10000000

20000000

30000000

40000000

50000000

市民と行政がともに力を発揮できるまち

参画・協働によるコミュニティの再生

参画・協働の推進

広聴・広報機能の充実

ホームページ等管理運営事業

総務局

広聴広報課

087-839-2161

市

平成 年度～28

情報更新件数（新着件数／年）

インターネット広報動画配信件数

件

本

6,927

49

3,274

119

2,972

159

1,500

60

1,500

60

インターネット広報動画再生件数 回 15,000 16,000 16,500 17,000 16,500

市ホームページ（サイト全体）へのアクセス数 件 15,000,000 15,000,000 15,000,000 15,000,000 15,000,000

令和 年度（ 年度決算分）5 4

R2 R3 R4
R5

R2 R3 R4
R5

R5
R4R3R2

本市の広報媒体の中で、速報性が高く、より広範囲に情報を発信できるホームページ通じて、本市の施策や取り組み、観光情報
などの市政情報を、タイムリーに発信するとともに、民間ソーシャルメディアを活用した動画配信サイトを開設し、写真や文字
だけでは伝えることができなかった情報を映像で効果的に発信していく。

・ホームページ管理運営

市民

市からの各事業のお知らせや地域の身近な情報を配信し、市民の市政への理解・協力を深めてもらうとともに、行
政と市民との協働の強化、市政への参画を促す。また、本市の持つ様々な魅力ある資源や情報を積極的に国内外へ
発信し、市のＰＲを行う。

ホームページやＳＮＳを通じて市政情報や市
の魅力を紹介する広報番組等を随時配信する
ことで、動画再生回数も前年度の約２倍とな
り目標数を大きく上回っている。

様々な市政情報をタイムリーに掲載したこと
で、ホームページ全体のアクセス数は、目標
を大きく上回っている。

令和 年度5

R5

R5

R5

15,946 36,758 66,271

27,491,395 39,943,657 35,538,941

年度5 ・ＳＮＳによる情報発信（ツイッター、フェイスブック、ＬＩＮＥ）
・広報動画配信サイト管理運営
・公式ＬＩＮＥ管理運営

％401.6

点35

点35

％236.9



【コストの推移】

指標名 単位

トータルコスト 千円[ ]

事業費( ) 千円[ ]

職員人件費( ) 千円[ ]

【事業内容と事業費内訳】

項目

事
業
内
容

積
算
根
拠
等
（
予
算

の
増
減
理
由
）

総額

特
定
財
源

国

県

市債

他

一般財源

【評価】

評価ランク
今後の方向性

【昨年度の実施状況と課題】（評価ランクの結果に対する理由などを分析して記入）

【今後の事業方針】（評価ランクの結果を受けて、上記課題に向けた今後の方針を具体的に記入）

（Ａ～Ｄ）

一次評価

二次評価

令和 年度（決算）2 令和 年度（決算）3 令和 年度（決算）4 令和 年度（予算）5

18,841 17,623 14,777 18,442

9,863 8,563 5,796 9,461

8,978 9,060 8,981 8,981

令和 年度4 令和 年度5 令和 年度6 令和 年度7
・ホームページ管理運営
・ＳＮＳによる情報発信（ツイ

ＮＥ）
ッター、フェイスブック、ＬＩ

・広報動画配信サイト管理運営

・ホームページ管理運営
・ＳＮＳによる情報発信（ツイ
ッター、フェイスブック、ＬＩ
ＮＥ）
・広報動画配信サイト管理運営
・公式ＬＩＮＥ管理運営

ホームページ管理運営

　　　　　　　　　５，５７７

インターネット動画広報

　　　　　　　　　　　２１９

ホームページ管理運営

　　　　　　　　　７，９９６

インターネット動画広報

　　　　　　　　　　　２２０

公式ＬＩＮＥ管理運営

　　　　　　　　　１，２４５

5,796 9,461

1,122 1,231

4,674 8,230

Ａ
継続

継続

ホームページによる市民への市政情報の発信は、デジタル社会における有効な手段である。また、本市の持つ様々な魅力ある資源や情報を積

極的に発信し、イメージアップを図るとともにシビックプライドを醸成することは、市の重要な責務である。

ホームページを活用した市民への情報発信は、市政への理解を得るとともに、参画と協働のまちづくりの推進していくためには、不可欠であ

る。

ホームページと、動画を連携し積極的に情報発信するなど、メディアミックスに取り組むことでアクセス数は増加傾向にある。また、自主財

源確保のため広告収入を得ることにより、運営管理費の縮減に努めた。

スマートフォンの普及に伴い、ホームページやＳＮＳなどのデジタルツールを活用した情報発信の重要性は、ますます高まっている。Ｒ４年

度は、市公式ＬＩＮＥ「たかまつホッとＬＩＮＥ」をリニューアルしたため、今後、ＬＩＮＥ等のＳＮＳや広報動画、ホームページを活用し

た効果的な情報発信に取り組む必要がある。

今後は、本市公式ＬＩＮＥやＴｗｉｔｔｅｒなどの各広報媒体の特性を生かし、ターゲットや発信する内容に応じて、最も効果的な広報媒体

で情報提供を行う。また、広報動画とＳＮＳを連携するメディアミックスや広報高松から市ホームページへ誘導するクロスコミュニケーショ

ンといった手法を一層活用し、より効果的な情報発信を図る。

事業の目的・手法は、市民のニーズや社会情勢に照らして、妥当か。

上位施策目標及び住民福祉の向上に貢献しているか。

費用対効果はどうだったか。













まちづくりの目標
評
価
担
当

局名

政策 課 室 名( )

施策 電話番号

基本事業 事業実施主体

事務事業 事業期間

【事業全体概要】

重点取組事業 市長マニフェスト 関連根拠法令

【事業の目的】

対象（何を）

意図（どのような

状態にしたいか）

【事業の活動】

活動指標名（具体的にどのような活動をしたか） 単位

①

②

【事業の成果】

成
果
指
標
①

成果指標名（どのような成果が得られたか） 単位

成果指標の達成度（目標に対してどれだけ達成できたか）

成
果
指
標
②

成果指標名（どのような成果が得られたか） 単位

成果指標の達成度（目標に対してどれだけ達成できたか）

（目標達成度）

（目標達成度）

高松市事務事業評価表 【事中・事後評価】

中期目標

中期目標

中期目標

総
合
計
画
体
系

概要

事
業
の
概
要

種別

目標値

実績値

種別

目標値

実績値

（達成度）

（達成度）

H30 H31 R 2 R 3 R 4 R 5 R 6 R 7
0
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40
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100

120

H30 H31 R 2 R 3 R 4 R 5 R 6 R 7
0

1

市民と行政がともに力を発揮できるまち

健全で信頼される行財政運営の確立

効率的で効果的な行財政運営の推進

効率的な行政運営の推進

ファシリティマネジメント推進事業

財政局

ファシリティマネジメン

087-839-2262

市

平成 年度～28

①6-

庁内プロジェクトチーム開催回数 回 2 2 2 2 2

各種方針・計画等策定の進捗率 ％ 100 100 100 100 100

令和 年度（ 年度決算分）5 4

R2 R3 R4
R5

R2 R3 R4
R5

R5
R4R3R2

本市の公共施設・公用施設は、老朽化が急速に進展しているが、今後の財政状況を考慮すると、全ての施設を現状のまま維持・
更新することはできず、施設の保有総量を削減するなど、施設に係る経費の削減に取り組む。また、公共施設サービスの維持を
図るため、ファシリティマネジメントの考え方を取り入れ、経営的な観点から、施設の用途転用や共用化による有効活用の促進
、配置の見直し、複合化、未利用スペースの貸出しなどに取り組む。

公の施設指定管理者選定委員会委員報酬

市が保有する全ての公共施設（ＦＭ推進基本方針で対象外としている施設は除く。）を対象とする。

中長期保全計画等の策定を行い、効率的・効果的な維持保全や長寿命化対策により、適切な維持管理を行うことで
、財政負担の軽減や平準化に努めるとともに、市有施設の保有総量（延床面積）の最適化を図る。

国の策定指針の改定に伴い公共施設等総合管
理計画を改定した。
今後は、同計画及び公共施設再編整備計画の
進捗管理に努めつつ、適宜、見直しを行って
いく。

令和 年度5

R5

R5

R5

100 100 100

年度5 非常勤嘱託職員報酬及び社会保険料
ＦＭ推進支援専門員報償費及び旅費
システム委託料

その他

％100.0

点35



【コストの推移】

指標名 単位

トータルコスト 千円[ ]

事業費( ) 千円[ ]

職員人件費( ) 千円[ ]

【事業内容と事業費内訳】

項目

事
業
内
容

積
算
根
拠
等
（
予
算

の
増
減
理
由
）

総額

特
定
財
源

国

県

市債

他

一般財源

【評価】

評価ランク
今後の方向性

【昨年度の実施状況と課題】（評価ランクの結果に対する理由などを分析して記入）

【今後の事業方針】（評価ランクの結果を受けて、上記課題に向けた今後の方針を具体的に記入）

（Ａ～Ｄ）

一次評価

二次評価

令和 年度（決算）2 令和 年度（決算）3 令和 年度（決算）4 令和 年度（予算）5

55,991 56,131 56,466 57,652

3,617 3,281 4,078 5,264

52,374 52,850 52,388 52,388

令和 年度4 令和 年度5 令和 年度6 令和 年度7
公の施設指定管理者選定委員会
委員報酬

険料
非常勤嘱託職員報酬及び社会保

ＦＭ推進支援専門員報償費及び
旅費
システム委託料
その他

公の施設指定管理者選定委員会
委員報酬
非常勤嘱託職員報酬及び社会保
険料
ＦＭ推進支援専門員報償費及び
旅費
システム委託料
その他

　　　２４７千円

　２，５２９千円

　　　３３５千円

　　　８０７千円

　　　１６０千円

　　　３２５千円

　２，５９９千円

　　　８６０千円

　　　８３０千円

　　　６５０千円

4,078 5,264

4,078 5,264

Ａ
継続

継続

公共施設の維持更新に係る費用の軽減と平準化を図り、財政負担を軽減するため、長寿命化等の対策を一元的に把握し総合的なマネジメント

の実施に役立てることを目的とした高松市公共施設等総合管理計画の改定を行った。

公共施設の再編整備に当たっては、多核連携型コンパクト・エコシティ推進計画や地域行政組織再編計画などとの整合を図り、持続可能な将

来のまちづくりの方向性を見据えた対応を行うこととしている。

ファシリティマネジメントの取組効果の早期発現に向け、再編整備計画において廃止等の方向性を出した施設については、関係機関（者）等

との協議を行い、実施計画を策定しつつある。

高松市公共施設等総合管理計画を改定し、公共施設再編整備計画の進捗管理に努め、１０施設において実施計画が策定されたが、その他の施

設所管課においては、施設の今後の利活用検討や関係者との調整に時間を要している。

ファシリティマネジメントの取組効果の早期発現に向け、公共施設再編整備計画において廃止等の方向性を定めた施設については、実施計画

の策定を進めつつ、計画の推進に向けた具体的な取組を検討する。

事業の目的・手法は、市民のニーズや社会情勢に照らして、妥当か。

上位施策目標及び住民福祉の向上に貢献しているか。

費用対効果はどうだったか。




